
 

 

平成 21 年 2 月 20 日 

各  位 

 

                       会 社 名 株 式 会 社 ビ ッ ク カ メ ラ 

                       代表者名 代 表 取 締 役 社 長   宮嶋 宏幸 

                             （コード番号：3048 東証一部） 

                       問合せ先 常務取締役経営企画本部長  

                            兼経理本部長      金澤 正晃 

                            ＴＥＬ 03－3987－8785 

 

 

（訂正）「平成 18 年 8 月期個別財務諸表の概要」の一部訂正について  
 

 

 当社は、平成 20 年 12 月 25 日付「過年度決算の訂正について」および平成 21 年 1 月 16 日付「過

年度決算の訂正に伴う影響額について」にてお知らせのとおり、過年度決算を訂正することについ

て決定し、自主訂正作業を進めてまいりました。今般、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いた

しましたので、下記のとおりご報告申し上げます。 

 なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正後

と訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

訂正をおこなう個別財務諸表の概要 

 決算期：平成 18 年 8 月期（平成 17 年 9 月 1日～平成 18 年 8 月 31 日） 

 公表日：平成 18 年 10 月 16 日 

 

以 上 



 
平成18年10月16日

 

   

 

 

   

1. 平成18年８月期の業績（平成17年９月１日～平成18年８月31日） 

 

 
  

 

 

   

 

   

2. 平成19年８月期の業績予想（平成18年９月１日～平成19年８月31日） 

 
 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 9,389円03銭 
  

3. 配当状況・現金配当 

   

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を
含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成18年８月期 個別財務諸表の概要

 

 

上場会社名 株式会社ビックカメラ 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 ３０４８ 本社所在都道府県 東京都

(URL http://www.biccamera.com/)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 宮嶋 宏幸

問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 金澤 正晃

TEL (03) 3987 － 8890

決算取締役会開催日 平成18年10月16日 配当支払開始予定日 平成18年11月29日

定時株主総会開催日 平成18年11月28日 単元株制度採用の有無  無

(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年８月期 428,135 ( 2.3) 13,122 (△22.5) 12,722 (△21.2)

17年８月期 418,323 ( 5.7) 16,937 ( 45.3) 16,145 ( 42.7)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年８月期 6,735 ( 31.9) 10,438 62 － － 24.8 7.3 3.0

17年８月期 5,108 ( 67.2) 8,036 29 － － 55.6 10.3 3.9

(注) ① 期中平均株式数 18年８月期 645,259株  17年８月期 635,663株

② 会計処理の方法の変更 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

 (2) 財政状態 （百万円未満切捨て）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年８月期 190,943 42,503 22.3 56,207 10

17年８月期 159,438 11,713 7.3 18,435 35

(注) ① 期末発行済株式数 18年８月期 756,201株  17年８月期 635,381株

② 期末自己株式数 18年８月期 －株  17年８月期 －株

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 228,421 6,915 3,527

通期 465,000 14,000 7,100

１株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向 
(％)

純資産
配当率(％)中間期末 期末 年間

17年８月期 － 250.00 250.00 158 3.1 1.7

18年８月期 － 1,000.00 1,000.00 756 9.6 2.7

19年８月期(予想) － 1,000.00 1,000.00

〔訂正後〕

－ 1 －



  

 
  

1. 【財務諸表等】

【財務諸表】

①【貸借対照表】

前事業年度
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 1. 現金及び預金 ※1,5 25,518,957 29,694,928

 2. 受取手形 30,394 －

 3. 売掛金 ※３ 10,451,987 11,233,708

 4. 商品 17,567,802 19,483,119

 5. 貯蔵品 42,851 41,479

 6. 前渡金 72,234 202,187

 7. 前払費用 1,231,305 1,303,665

 8. 繰延税金資産 4,574,873 5,212,958

 9. 短期貸付金 ※３ 1,423,011 7,798,500

 10. 未収入金 ※３ 6,502,758 6,709,202

 11. その他 2,318 599,463

   貸倒引当金 △51,800 △11,900

    流動資産合計 67,366,695 42.3 82,267,312 43.1

Ⅱ 固定資産

 1. 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,5 18,389,905 18,777,557

    減価償却累計額 6,435,015 11,954,889 7,267,917 11,509,640

  (2) 構築物 748,498 690,206

    減価償却累計額 421,079 327,419 454,154 236,052

  (3) 機械及び装置 15,361 15,361

    減価償却累計額 11,928 3,432 13,102 2,258

  (4) 車両運搬具 90,944 97,631

    減価償却累計額 79,946 10,998 84,047 13,583

  (5) 器具備品 32,347 33,266

    減価償却累計額 22,415 9,932 32,128 1,137

  (6) 土地 ※1,5 33,190,201 35,630,349

   有形固定資産合計 45,496,874 28.5 47,393,023 24.8

〔訂正後〕

－ 2 －



 
  

前事業年度
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 2. 無形固定資産

  (1) 特許権 2,695 1,604

  (2) 借地権 ※1,5 11,390,910 11,390,910

  (3) 商標権 31,539 25,096

  (4) ソフトウェア 566,143 389,747

  (5) ソフトウェア仮勘定 － 78,750

  (6) その他 86,483 83,431

   無形固定資産合計 12,077,773 7.6 11,969,539 6.3

 3. 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 5,434,422 15,439,777

  (2) 関係会社株式 7,146,013 10,161,254

  (3) 出資金 339,350 339,258

  (4) 関係会社出資金 3,500 3,500

  (5) 従業員長期貸付金 － 719

  (6) 関係会社長期貸付金 1,160,000 2,853,000

  (7) 長期前払費用 279,398 216,689

  (8) 繰延税金資産 167,457 －

  (9) 保証金 ※１ 20,093,415 20,378,059

  (10) その他 44,846 83,257

     貸倒引当金 △171,489 △161,600

   投資その他の資産合計 34,496,914 21.6 49,313,917 25.8

    固定資産合計 92,071,562 57.7 108,676,480 56.9

    資産合計 159,438,257 100.0 190,943,792 100.0

〔訂正後〕

－ 3 －



 
  

前事業年度
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 1. 買掛金 ※３ 30,409,341 33,101,636

 2. 短期借入金 ※1,7 9,600,000 11,266,000

 3. 一年内返済予定 
   長期借入金

※
1,3,5

24,449,260 22,487,056

 4. 一年内償還予定社債 － 600,000

 5. 未払金  3,194,577 3,577,689

 6. 未払費用 1,680,062 1,951,931

 7. 未払法人税等 2,863,338 3,720,835

 8. 未払消費税等 391,819 293,105

 9. 前受金 1,353,256 1,281,584

 10. 預り金 570,574 447,977

 11. 前受収益 72,865 71,066

 12. 賞与引当金 784,382 1,137,263

 13. ポイント引当金 9,534,934 10,658,577

 14. その他 ※１ 426,932 525,787

    流動負債合計 85,331,343 53.5 91,120,509 47.7

Ⅱ 固定負債

 1. 社債 － 1,800,000

 2. 長期借入金 ※1,5 34,418,539 28,405,483

 3. 関係会社長期借入金 ※５ 25,602,000 23,522,000

 4. 繰延税金負債 － 648,629

 5. 退職給付引当金 1,214,145 1,527,891

 6. 役員退職慰労引当金 383,700 502,670

 7. その他 775,060 912,742

    固定負債合計 62,393,444 39.2 57,319,415 30.0

    負債合計 147,724,788 92.7 148,439,925 77.7

〔訂正後〕

－ 4 －



 
  

前事業年度
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,050,000 0.6 － －

Ⅱ 資本剰余金

 1. 資本準備金 623,794 －

    資本剰余金合計 623,794 0.4 － －

Ⅲ 利益剰余金

 1. 利益準備金 27,500 －

 2. 任意積立金

    別途積立金 5,760,000 5,760,000 － －

 3. 当期未処分利益 3,765,034 －

    利益剰余金合計 9,552,534 6.0 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 487,139 0.3 － －

    資本合計 11,713,468 7.3 － －

    負債資本合計 159,438,257 100.0 － －

〔訂正後〕

－ 5 －



 
  

前事業年度
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 1. 資本金 － － 12,548,270 6.6

 2. 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 12,122,064

    資本剰余金合計 － － 12,122,064 6.4

 3. 利益剰余金

  (1) 利益準備金 － 27,500

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 － 8,760,000

    繰越利益剰余金 － 7,341,803

    利益剰余金合計 － － 16,129,303 8.4

    株主資本合計 － － 40,799,637 21.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 1. その他有価証券評価 
   差額金

－ － 1,704,229 0.9

    評価・換算差額等合計 － － 1,704,229 0.9

    純資産合計 － － 42,503,867 22.3

    負債純資産合計 － － 190,943,792 100.0

〔訂正後〕

－ 6 －



  

 
  

②【損益計算書】

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 418,323,901 100.0 428,135,810 100.0

Ⅱ 売上原価

 1. 期首商品たな卸高 15,606,027 17,567,802

 2. 当期商品仕入高 319,719,998 326,574,544

    合計 335,326,025 344,142,347

 3. 期末商品たな卸高 17,567,802 317,758,222 76.0 19,483,119 324,659,227 75.8

     売上総利益 100,565,678 24.0 103,476,583 24.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 1. 広告宣伝費 4,720,402 5,503,932

 2. 支払手数料 4,457,582 4,921,379

 3. 販売促進費 3,207,302 4,212,491

 4. ポイント販促費 32,750,709 33,836,316

 5. ポイント引当金繰入額 777,981 1,123,643

 6. 給料手当 11,156,732 11,686,611

 7. 賞与引当金繰入額 784,382 1,137,263

 8. 退職給付費用 241,212 378,738

 9. 役員退職慰労引当金 
   繰入額

45,700 118,970

 10. 地代家賃 10,204,473 11,032,731

 11. 減価償却費 1,404,054 1,251,733

 12. その他 13,877,503 83,628,037 20.0 15,149,933 90,353,745 21.1

     営業利益 16,937,640 4.0 13,122,837 3.1

Ⅳ 営業外収益

 1. 受取利息 156,739 153,053

 2. 受取配当金 ※１ 9,067 594,412

 3. 賃貸料収入 ※１ 1,910,562 1,432,553

 4. 広告料収入 510,391 454,577

 5. その他 519,259 3,106,020 0.8 385,532 3,020,129 0.7

Ⅴ 営業外費用

 1. 支払利息 ※１ 2,343,875 2,208,098

 2. 社債利息 － 20,290

 3. 賃貸料原価 1,259,536 885,322

 4. 貸倒引当金繰入額 167,689 －

 5. その他 126,754 3,897,856 0.9 306,696 3,420,408 0.8

     経常利益 16,145,804 3.9 12,722,558 3.0

〔訂正後〕

－ 7 －



 
  

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 1. 固定資産売却益 ※２ 61,159 28,043

 2. 投資有価証券売却益 10,821 210,708

 3. 関係会社株式売却益 － 10,263

 4. 貸倒引当金戻入益 1,926 42,100

 5. 役員退職慰労引当金 
   戻入益

15,000 88,907 0.0 － 291,114 0.1

Ⅶ 特別損失

 1. 固定資産除却損 ※３ 219,394 －

 2. 投資有価証券売却損 343 －

 3. 投資有価証券評価損 1,323 3,309

 4. 関係会社株式評価損 53,999 －

 5. 関係会社整理損 2,692,344 3,910

 6. 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

497,000 －

 7. 災害損失 57,088 －

 8. 過年度給料手当等 2,742,283 －

 9. 減損損失 ※４ － 6,263,778 1.5 670,394 677,614 0.2

    税引前当期純利益 9,970,933 2.4 12,336,057 2.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

5,175,910 6,257,438

   法人税等調整額 △313,352 4,862,558 1.2 △656,995 5,600,443 1.3

    当期純利益 5,108,375 1.2 6,735,613 1.6

   前期繰越利益 5,678,357 －

   自己株式消却額 7,021,698 －

    当期未処分利益 3,765,034 －

〔訂正後〕

－ 8 －



  

 
(注)  日付は、株主総会承認日であります。 

  

  

③【利益処分計算書】

前事業年度
(平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,765,034

    合計 3,765,034

Ⅱ 利益処分額

 1. 配当金 158,845

 2. 任意積立金

    別途積立金 3,000,000 3,158,845

Ⅲ 次期繰越利益 606,189

〔訂正後〕

－ 9 －



当事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

④【株主資本等変動計算書】

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益 
剰余金

平成17年８月31日残高 
(千円)

1,050,000 623,794 27,500 5,760,000 3,765,034 9,552,534

事業年度中の変動額

 新株の発行 11,498,270 11,498,270 － － － －

 剰余金の配当 － － － － △158,845 △158,845

 当期純利益 － － － － 6,735,613 6,735,613

 別途積立金の積立 － － － 3,000,000 △3,000,000 －

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計 
(千円)

11,498,270 11,498,270 － 3,000,000 3,576,768 6,576,768

平成18年８月31日残高 
(千円)

12,548,270 12,122,064 27,500 8,760,000 7,341,803 16,129,303

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

株主資本合計 その他有価証券評価差額金

平成17年８月31日残高 
(千円)

11,226,329 487,139 11,713,468

事業年度中の変動額

 新株の発行 22,996,540 － 22,996,540

 剰余金の配当 △158,845 － △158,845

 当期純利益 6,735,613 － 6,735,613

 別途積立金の積立 － － －

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

－ 1,217,090 1,217,090

事業年度中の変動額合計 
(千円)

29,573,308 1,217,090 30,790,399

平成18年８月31日残高 
(千円)

40,799,637 1,704,229 42,503,867

〔訂正後〕

－ 10 －



  

重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

1. 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。

  時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

  時価のないもの

同左

2. デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法を採用しております。 

  

 

同左

3. たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

売価還元法による原価法を採用

しております。

(1) 商品

同左

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を

採用しております。

(2) 貯蔵品

同左

4. 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用しており

ます。

また、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間均等償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物       ２～50年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

 

   

(2) 無形固定資産

同左

5. 繰延資産の処理方法 (1) 

─――

(1) 社債発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2) 

─――

(2) 株式交付費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

〔訂正後〕
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項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

6. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、回収可能性がほとんど無い

と 判 断 し た 回 収 不 能 見 込 額

(2,551,899千円)については、債権

から直接減額しております。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、回収可能性がほとんど無い

と判断した回収不能見込額(219,471

千円)については、債権から直接減

額しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き当期負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) ポイント引当金

将来のポイント使用による費用発

生に備えるため、期末未使用ポイン

ト残高に過去の使用実績割合等を乗

じた金額を計上しております。

(3) ポイント引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（会計処理方法の変更)

役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当期より内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更しております。

この変更は、当期に内規の整備を

行ったことにより、また、近年の役

員退職慰労金の引当金計上が会計慣

行として定着しつつあることを踏ま

え、期間損益の適正化をより一層図

るために行ったものであります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

〔訂正後〕
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項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

この変更により、当期発生額

45,700千円は販売費及び一般管理費

へ、過年度分相当額497,000千円は

特別損失に計上しております。この

結果、従来と同一の方法を採用した

場合と比べ、営業利益及び経常利益

は45,700千円、税引前当期純利益は

383,700千円減少しております。

7. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

8. ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

   金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

   借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の判定を

省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

9. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理

同左

〔訂正後〕
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会計処理の変更

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

  

―――

  

   

  

      

   

   

  

   

   

   

   

   

   

―――

   

（固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が670,394千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき、各資産の金額から直接控除しておりま

す。

  
  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

42,503,867千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

〔訂正後〕
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表示方法の変更

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

（貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月

15日付で改正されたことに伴い、従来「出資金」として

表示していた投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの)を、当期から「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

 なお、当期の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は138,524千円であり、前期における「出資金」に含

まれている当該出資の額は140,216千円であります。 

 

―――

追加情報

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が215,089千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

215,089千円減少しております。

―――

〔訂正後〕
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

※1. 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産

現金及び預金 860,000千円

建物 3,196,741千円

土地 18,560,938千円

借地権 1,695,645千円

投資有価証券 643,640千円

保証金 5,824,386千円

計 30,781,351千円

 
 

※1. 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産

現金及び預金 1,001,000千円

建物 2,976,121千円

土地 18,450,904千円

借地権 1,695,645千円

投資有価証券 3,369,670千円

保証金 5,972,279千円

計 33,465,621千円

 

 

 (2) 上記に対応する債務

短期借入金 3,252,690千円

一年内返済予定長期借入金 11,751,723千円

その他(流動負債) 426,932千円

長期借入金 22,355,913千円

株式会社ワイの借入金 410,280千円

東京カメラ流通協同組合の 
借入金

6,743,000千円

新井隆二(当社の代表取締 
役)の借入金

2,000,000千円

計 46,940,538千円

 

 

 (2) 上記に対応する債務

短期借入金 4,486,995千円

一年内返済予定長期借入金 9,380,812千円

その他(流動負債) 525,787千円

長期借入金 15,236,601千円

東京カメラ流通協同組合の 
借入金

6,523,000千円

計 36,153,195千円

 

 

 

※2. 授権株式数及び発行済株式総数

   授権株式数

 普通株式 861,811株

   発行済株式総数

 普通株式 635,381株

 

※2. 

―――

〔訂正後〕
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前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

※3. 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

売掛金 1,002,614千円

短期貸付金 1,421,000千円

未収入金 1,674,467千円

買掛金 1,458,933千円

一年内返済予定長期借入金 3,450,000千円

  
 

※3. 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

売掛金 1,140,940千円

短期貸付金 7,798,500千円

未収入金 814,038千円

買掛金 1,487,269千円

一年内返済予定長期借入金 4,010,000千円

  

 

 4. 偶発債務

(1) 次の関係会社等について、金融機関からの借入

金及びデリバティブ取引による債務に対し債務保

証を行っております。

保証先 金額(千円)

東京カメラ流通協同組合 6,743,000

株式会社ビックオフ 4,000,000

株式会社ビックビルディ
ング

2,654,400

豊島ケーブルネットワー
ク株式会社

1,504,706

その他３社 946,353

計 15,848,459

 

 

 4. 偶発債務

(1) 次の関係会社等について、金融機関からの借入

金及びデリバティブ取引による債務に対し債務保

証を行っております。

保証先 金額(千円)

東京カメラ流通協同組合 6,523,000

株式会社ビックビルディ
ング

2,520,000

豊島ケーブルネットワー
ク株式会社

1,168,419

その他２社 431,000

計 10,642,419

 

 

(2) 関係会社の借入債務に対する保証類似行為は次

のとおりであります。

株式会社豊島企画 1,440,000千円
 

(2) 関係会社の借入債務に対する保証類似行為は次

のとおりであります。

株式会社豊島企画 1,430,050千円

 

※5. 当社が所有する不動産信託受益権を譲渡した取引

については、「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号）

に基づき、金融取引として処理しております。な

お、当該処理により計上された当事業年度末の主な

資産及び負債は下記のとおりであります。

現金及び預金 5,445,120千円

建物 4,324,176千円

土地 12,300,334千円

借地権 9,024,765千円

一年内返済予定長期借入金 1,300,000千円

長期借入金 3,000,000千円

関係会社長期借入金 21,009,000千円
 

※5. 当社が所有する不動産信託受益権を譲渡した取引

については、「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号）

に基づき、金融取引として処理しております。な

お、当該処理により計上された当事業年度末の主な

資産及び負債は下記のとおりであります。

現金及び預金 5,203,687千円

建物 4,266,039千円

土地 12,300,334千円

借地権 9,024,765千円

一年内返済予定長期借入金 1,300,000千円

長期借入金 3,000,000千円

関係会社長期借入金 19,709,000千円

〔訂正後〕
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前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 6. 配当制限

 有価証券の時価評価により、純資産額が487,139

千円増加しております。なお、当該金額は商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。

 6. 

―――

 

※7. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

14,000,000千円

借入実行残高 8,000,000千円

差引額 6,000,000千円

 
 

※7. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行12行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

27,580,000千円

借入実行残高 10,298,000千円

差引額 17,282,000千円

 

〔訂正後〕
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

※1. 関係会社項目

関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

賃貸料収入 1,031,819千円

支払利息 826,516千円

 

※1. 関係会社項目

関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

受取配当金 500,000千円

賃貸料収入 456,734千円

支払利息 834,510千円

 

※2. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

構築物 7,310千円

器具備品 53,849千円

計 61,159千円

 

※2. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 28,043千円

 

※3. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

  

建物 148,911千円

構築物 418千円

原状回復費用 70,064千円

計 219,394千円

   

※3. 

―――

〔訂正後〕
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前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

※4.

―――

 

 

※4. 減損損失

   当期において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

埼玉県
営業店舗 
２店舗

建物、ソフトウェア、リ
ース資産

千葉県
営業店舗 
１店舗

建物、リース資産

東京都

営業店舗 
１店舗

建物、構築物、リース資
産

賃貸物件 
１物件

建物、土地、その他

遊休資産 
１物件

建物、土地

神奈川県
営業店舗 
１店舗

建物、リース資産

福岡県
営業店舗 
２店舗

建物、構築物、リース資
産、その他

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本としており、遊休資産について

は、当該資産単独でグルーピングしております。 

  営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

る店舗及び時価が著しく下落した遊休資産につい

て、資産グループの固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失

（670,394千円）として特別損失に計上しておりま

す。なお、減損損失の内訳は以下のとおりです。

建物 358,497千円

構築物 64,821千円

車両運搬具 40千円

器具備品 308千円

土地 39,756千円

ソフトウェア 235千円

リース資産 206,735千円

   当社の当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により

測定しております。なお、不動産については、不動

産鑑定評価に基づき算定しており、ソフトウェア及

びリース資産については、正味売却価額を零として

算定しております。また、使用価値については、将

来キャッシュ・フローを４％の割引率で割り引いて

算定しております。

   

〔訂正後〕
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 当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

(株主資本等変動計算書関係)

〔訂正後〕
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（リース取引関係）

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

  

 

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却累 

計額相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

建物 3,494 784 2,709

機械及び装置 5,611 1,182 4,428

器具備品 3,559,521 1,303,883 2,255,637

ソフトウェア 45,581 21,265 24,316

合計 3,614,208 1,327,116 2,287,092

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

  

 

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却累 

計額相当額 

(千円)

減損損失累 

計額相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

建物 5,310 1,778 75 3,456

機械及び装置 6,745 2,557 155 4,032

器具備品 3,278,439 1,234,254 193,459 1,850,726

ソフトウェア 106,633 29,263 321 77,048

合計 3,397,129 1,267,853 194,011 1,935,263

 (注)         同左

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 749,677千円

１年超 1,537,415千円

合計 2,287,092千円

 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 744,301千円

減価償却費相当額 744,301千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 693,966千円

１年超 1,405,405千円

合計 2,099,372千円

リース資産減損勘定期末残高 164,108千円

 

 (注)         同左

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 790,300千円

リース資産減損勘定の取崩額 29,903千円

減価償却費相当額 790,300千円

減損損失 194,011千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

〔訂正後〕

－ 22 －



  

 
  

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

 

 

2. 転貸リース取引

  未経過受取リース料期末残高相当額

１年内 521千円

１年超 1,346千円

合計 1,867千円

  未経過支払リース料期末残高相当額

１年内 521千円

１年超 1,346千円

合計 1,867千円

3. オペレーティング・リース取引

  (借主側)

    未経過リース料

１年内 4,978,216千円

１年超 16,511,475千円

合計 21,489,692千円

 

 

 

 

2. 転貸リース取引

  ―――

  

3. オペレーティング・リース取引

  (借主側)

    未経過リース料

１年内 5,360,137千円

１年超 16,204,199千円

合計 21,564,336千円

 

〔訂正後〕
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 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（有価証券関係）

前事業年度(平成17年８月31日)

当事業年度(平成18年８月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

 子会社株式 1,417,788 3,229,499 1,811,710

 関連会社株式 － － －

小計 1,417,788 3,229,499 1,811,710

〔訂正後〕
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（税効果会計関係）

前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：千円)

繰延税金資産

 ポイント引当金 3,879,764

 流動化取消による影響額 ※ 842,643

 退職給付引当金 483,018

 賞与引当金 319,165

 投資有価証券評価損 189,638

 未払事業税 178,806

 役員退職慰労引当金 156,127

 関係会社整理損 125,278

 その他 227,310

繰延税金資産小計 6,401,753

 評価性引当額 △1,325,225

繰延税金資産合計 5,076,528

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △334,198

繰延税金負債合計 △334,198

繰延税金資産の純額 4,742,330

※ 不動産の流動化に係る処理を訂正したことによ

り発生したものですが、訂正報告書提出日現在に

おいて、法人税の取り扱いが未確定であり、一時

差異として取り扱われるか否か不明であります。

なお、当該一時差異につきましては、全額評価性

引当額を計上しております。

  当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対

照表の以下の項目に含まれております。

(単位：千円)

流動資産－繰延税金資産 4,574,873

固定資産－繰延税金資産 167,457

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.69

（調整)

交際費等永久に損金に算入
0.17

されない項目

住民税均等割等 0.31

留保金課税額 6.55

評価性引当額 1.67

その他 △0.62

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.77

 

 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：千円)

繰延税金資産

 ポイント引当金 4,336,974

 流動化取消による影響額 ※ 782,201

 退職給付引当金 619,563

 賞与引当金 462,752

 未払事業税 289,346

 役員退職慰労引当金 204,536

 投資有価証券評価損 190,980

 減損損失 249,944

 その他 226,468

繰延税金資産小計 7,362,764

 評価性引当額 △1,281,831

繰延税金資産合計 6,080,933

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △ 1,171,228

 その他 △345,376

繰延税金負債合計 △1,516,604

繰延税金資産の純額 4,564,329

同左

  当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対

照表の以下の項目に含まれております。

(単位：千円)

流動資産－繰延税金資産 5,212,958

固定資産－繰延税金資産 －

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 648,629

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.69

（調整)

交際費等永久に損金に算入
0.20

されない項目

住民税均等割等 0.44

留保金課税額 5.98

その他 △1.91

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.40

〔訂正後〕
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(注)  １株当たり当期純利益の算定の基礎 

  

 
    

  

（１株当たり情報）

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

 

１株当たり純資産額 18,435円35銭

１株当たり当期純利益 8,036円29銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

１株当たり純資産額 56,207円10銭

１株当たり当期純利益 10,438円62銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 5,108,375 6,735,613

普通株式に係る当期純利益(千円) 5,108,375 6,735,613

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 635,663 645,259

〔訂正後〕
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前事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は、平成18年１月５日開催の取締役会において、株式会社ソフマップとの資本・業務提携契約

締結の件を決議しております。平成18年１月20日開催の株式会社ソフマップ臨時株主総会での第三者

割当増資決議を受け、平成18年２月28日付で当社が2,000,000千円の第三者割当増資を引き受けた結

果、議決権所有割合は59.4％となっております。また、出資に併せて、当社から代表権を有する取締

役を含む役員を派遣し、以下のような協力関係の構築を行っています。 

1. 中古商品に関するビジネスモデル・ノウハウ共有による顧客サービスの拡充 

2. 新品商品の仕入れに関する協力関係の構築 

3. 携帯電話・ブロードバンドの販売ノウハウの共有 

4. 非ＰＣ系商品の取り扱いに関する協力関係の構築 

5. 店舗展開に関する協力関係の構築 

6. ＰＢ／オリジナル商品の共同開発・販売 

7. ネットビジネス・法人ビジネスでの連携 

8. 物流、コールセンター、リペアセンター、サービス業務における協力関係の構築 等 

なお、同社は当社の子会社となっております。 

  

当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

（重要な後発事象）

〔訂正後〕
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平成18年10月16日

 

   

 

 

 
  

1. 平成18年８月期の業績（平成17年９月１日～平成18年８月31日） 

 

 
  

 

 

 
  

 

 
  

2. 平成19年８月期の業績予想（平成18年９月１日～平成19年８月31日） 

 
 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 9,389円03銭 
  

3. 配当状況・現金配当 

 
  

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成18年８月期 個別財務諸表の概要

 

 

上場会社名 株式会社ビックカメラ 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 ３０４８ 本社所在都道府県 東京都

(URL http://www.biccamera.com/)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 宮嶋 宏幸

問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 金澤 正晃

TEL (03) 3987 － 8890

決算取締役会開催日 平成18年10月16日 配当支払開始予定日 平成18年11月29日

定時株主総会開催日 平成18年11月28日 単元株制度採用の有無  無

(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年８月期 428,135 ( 2.3) 10,998 (△26.4) 12,574 (△12.1)

17年８月期 418,323 ( 5.7) 14,952 ( 54.2) 14,309 ( 28.0)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年８月期 6,587 (112.2) 10,208 42 － － 24.2 8.4 2.9

17年８月期 3,104 (  6.0) 4,883 23 － － 29.9 10.9 3.4

(注) ① 期中平均株式数 18年８月期 645,259株  17年８月期 635,663株

② 会計処理の方法の変更 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

 (2) 財政状態 （百万円未満切捨て）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年８月期 165,959 42,557 25.6 56,278 62

17年８月期 133,835 11,916 8.9 18,754 24

(注) ① 期末発行済株式数 18年８月期 756,201株  17年８月期 635,381株

② 期末自己株式数 18年８月期 －株  17年８月期 －株

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 228,421 6,915 3,527

通期 465,000 14,000 7,100

１株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向 
(％)

純資産
配当率(％)中間期末 期末 年間

17年８月期 － 250.00 250.00 158 5.1 1.5

18年８月期 － 1,000.00 1,000.00 756 9.8 2.7

19年８月期(予想) － 1,000.00 1,000.00
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1. 【財務諸表等】

【財務諸表】

①【貸借対照表】

前事業年度 

(平成17年８月31日)

当事業年度 

(平成18年８月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 1. 現金及び預金 ※１ 20,073,836 24,491,241 4,417,404

 2. 受取手形 30,394 － △30,394

 3. 売掛金 ※３ 10,451,987 11,233,708 781,720

 4. 商品 17,567,802 19,483,119 1,915,316

 5. 貯蔵品 42,851 41,479 △1,371

 6. 前渡金 72,234 202,187 129,953

 7. 前払費用 1,457,969 1,530,329 72,360

 8. 繰延税金資産 4,574,873 5,212,958 638,085

 9. 短期貸付金 ※３ 1,423,011 7,798,500 6,375,488

 10. 未収入金 ※３ 6,502,758 6,709,202 206,444

 11. その他 2,318 599,463 597,145

   貸倒引当金 △51,800 △11,900 39,900

    流動資産合計 62,148,238 46.4 77,290,289 46.6 15,142,051

Ⅱ 固定資産

 1. 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 13,302,724 13,523,875

    減価償却累計額 5,672,010 7,630,713 6,280,275 7,243,600 △387,112

  (2) 構築物 748,498 690,206

    減価償却累計額 421,079 327,419 454,154 236,052 △91,366

  (3) 機械及び装置 15,361 15,361

    減価償却累計額 11,928 3,432 13,102 2,258 △1,173

  (4) 車両運搬具 90,944 97,631

    減価償却累計額 79,946 10,998 84,047 13,583 2,585

  (5) 器具備品 32,347 33,266

    減価償却累計額 22,415 9,932 32,128 1,137 △8,794

  (6) 土地 ※１ 20,889,867 23,330,015 2,440,147

   有形固定資産合計 28,872,363 21.6 30,826,649 18.5 1,954,286

〔訂正前〕

－ 29 －



 
  

前事業年度 

(平成17年８月31日)

当事業年度 

(平成18年８月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

 2. 無形固定資産

  (1) 特許権 2,695 1,604 △1,091

  (2) 借地権 ※１ 2,366,144 2,366,144 －

  (3) 商標権 31,539 25,096 △6,442

  (4) ソフトウェア 566,143 389,747 △176,396

  (5) ソフトウェア仮勘定 － 78,750 78,750

  (6) その他 86,483 83,431 △3,052

   無形固定資産合計 3,053,007 2.3 2,944,773 1.8 △108,233

 3. 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 5,454,422 15,459,777 10,005,354

  (2) 関係会社株式 7,126,013 10,141,254 3,015,241

  (3) 出資金 339,350 339,258 △91

  (4) 関係会社出資金 3,500 3,500 －

  (5) 従業員長期貸付金 － 719 719

  (6) 関係会社長期貸付金 1,160,000 2,853,000 1,693,000

  (7) 長期前払費用 129,563 106,322 △23,240

  (8) 繰延税金資産 1,449,191 633,105 △816,086

  (9) 保証金 ※1,3 22,763,415 23,048,059 284,644

  (10) 長期未収入金 3,163,211 4,091,007 927,796

  (11) その他 44,846 83,257 38,411

     貸倒引当金 △1,871,489 △1,861,600 9,889

   投資その他の資産合計 39,762,024 29.7 54,897,663 33.1 15,135,639

    固定資産合計 71,687,395 53.6 88,669,087 53.4 16,981,691

    資産合計 133,835,633 100.0 165,959,376 100.0 32,123,743
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前事業年度 

(平成17年８月31日)

当事業年度 

(平成18年８月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 1. 買掛金 ※３ 30,409,341 33,101,636 2,692,294

 2. 短期借入金 ※1,6 9,600,000 11,266,000 1,666,000

 3. 一年内返済予定長期借入金 ※1,3 23,149,260 21,187,056 △1,962,204

 4. 一年内償還予定社債 － 600,000 600,000

 5. 未払金 ※３ 3,038,560 3,406,885 368,324

 6. 未払費用 1,468,743 1,744,592 275,849

 7. 未払法人税等 2,863,338 3,720,835 857,497

 8. 未払消費税等 262,909 290,380 27,470

 9. 前受金 1,353,256 1,281,584 △71,672

 10. 預り金 570,574 447,977 △122,596

 11. 前受収益 72,865 71,066 △1,798

 12. 賞与引当金 784,382 1,137,263 352,881

 13. ポイント引当金 9,534,934 10,658,577 1,123,643

 14. その他 ※１ 426,932 525,787 98,855

    流動負債合計 83,535,097 62.4 89,439,641 53.9 5,904,543

Ⅱ 固定負債

 1. 社債 － 1,800,000 1,800,000

 2. 長期借入金 ※１ 31,418,539 25,405,483 △6,013,056

 3. 関係会社長期借入金 4,593,000 3,813,000 △780,000

 4. 退職給付引当金 1,214,145 1,527,891 313,746

 5. 役員退職慰労引当金 383,700 502,670 118,970

 6. その他 775,060 912,742 137,681

    固定負債合計 38,384,444 28.7 33,961,786 20.5 △4,422,658

    負債合計 121,919,542 91.1 123,401,427 74.4 1,481,885
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前事業年度 

(平成17年８月31日)

当事業年度 

(平成18年８月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円）

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,050,000 0.8 － － △1,050,000

Ⅱ 資本剰余金

 1. 資本準備金 623,794 －

    資本剰余金合計 623,794 0.5 － － △623,794

Ⅲ 利益剰余金

 1. 利益準備金 27,500 －

 2. 任意積立金

    別途積立金 5,760,000 5,760,000 － －

 3. 当期未処分利益 3,967,656 －

    利益剰余金合計 9,755,156 7.3 － － △9,755,156

Ⅳ その他有価証券評価差額金 487,139 0.3 － － △487,139

    資本合計 11,916,090 8.9 － － △11,916,090

    負債資本合計 133,835,633 100.0 － － △133,835,633
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前事業年度 

(平成17年８月31日)

当事業年度 

(平成18年８月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 1. 資本金 － － 12,548,270 7.6 12,548,270

 2. 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 12,122,064

    資本剰余金合計 － － 12,122,064 7.3 12,122,064

 3. 利益剰余金

  (1) 利益準備金 － 27,500

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 － 8,760,000

    繰越利益剰余金 － 7,395,883

    利益剰余金合計 － － 16,183,383 9.7 16,183,383

    株主資本合計 － － 40,853,718 24.6 40,853,718

Ⅱ 評価・換算差額等

 1. その他有価証券評価差額金 － － 1,704,229 1.0 1,704,229

    評価・換算差額等合計 － － 1,704,229 1.0 1,704,229

    純資産合計 － － 42,557,948 25.6 42,557,948

    負債純資産合計 － － 165,959,376 100.0 165,959,376

〔訂正前〕
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②【損益計算書】

前事業年度

(自 平成16年９月１日

至 平成17年８月31日)

当事業年度

(自 平成17年９月１日

至 平成18年８月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 418,323,901 100.0 428,135,810 100.0 9,811,909

Ⅱ 売上原価

 1. 期首商品たな卸高 15,606,027 17,567,802

 2. 当期商品仕入高 319,719,998 326,574,544

    合計 335,326,025 344,142,347

 3. 期末商品たな卸高 17,567,802 317,758,222 76.0 19,483,119 324,659,227 75.8 6,901,005

     売上総利益 100,565,678 24.0 103,476,583 24.2 2,910,904

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 1. 広告宣伝費 4,720,402 5,503,932

 2. 支払手数料 4,457,582 4,921,379

 3. 販売促進費 3,207,302 4,212,491

 4. ポイント販促費 32,750,709 33,836,316

 5. ポイント引当金繰入額 777,981 1,123,643

 6. 給料手当 11,156,732 11,686,611

 7. 賞与引当金繰入額 784,382 1,137,263

 8. 退職給付費用 241,212 378,738

 9. 役員退職慰労引当金 

   繰入額
45,700 118,970

 10. 地代家賃 12,633,853 13,603,250

 11. 減価償却費 1,197,243 1,035,634

 12. その他 13,640,103 85,613,206 20.4 14,919,910 92,478,143 21.6 6,864,937

     営業利益 14,952,472 3.6 10,998,439 2.6 △3,954,032

Ⅳ 営業外収益

 1. 受取利息 ※１ 156,739 153,053

 2. 受取配当金 ※１ 9,067 594,412

 3. 賃貸料収入 ※１ 1,910,562 1,432,553

 4. 広告料収入 510,391 454,577

 5. 匿名組合投資利益 1,228,038 1,251,066

 6. その他 ※１ 519,207 4,334,006 1.0 385,482 4,271,145 0.9 △62,860

Ⅴ 営業外費用

 1. 支払利息 1,508,186 1,394,378

 2. 社債利息 － 20,290

 3. 賃貸料原価 1,474,064 974,203

 4. 貸倒引当金繰入額 1,867,689 －

 5. その他 126,754 4,976,695 1.2 306,696 2,695,569 0.6 △2,281,126

     経常利益 14,309,782 3.4 12,574,016 2.9 △1,735,766
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前事業年度

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日)

当事業年度

(自 平成17年９月１日

至 平成18年８月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅵ 特別利益

 1. 固定資産売却益 ※２ 61,159 28,043

 2. 投資有価証券売却益 10,821 210,708

 3. 関係会社株式売却益 － 10,263

 4. 貸倒引当金戻入益 1,926 42,100

 5. 役員退職慰労引当金戻入益 15,000 88,907 0.0 － 291,114 0.1 202,206

Ⅶ 特別損失

 1. 固定資産除却損 ※３ 219,394 －

 2. 減損損失 － 670,394

 3. 投資有価証券売却損 343 －

 4. 投資有価証券評価損 1,323 3,309

 5. 関係会社株式評価損 53,999 －

 6. 関係会社整理損 2,692,344 3,910

 7. 出資金評価損 1,449,999 －

 8. 過年度役員退職慰労 

   引当金繰入額
497,000 －

 9. 災害損失 57,088 －

 10. 過年度給料手当等 2,742,283 7,713,778 1.8 － 677,614 0.2 △7,036,163

    税引前当期純利益 6,684,911 1.6 12,187,515 2.8 5,502,604

   法人税、住民税及び事業税 5,175,910 6,257,438

   法人税等調整額 △1,595,086 3,580,824 0.9 △656,995 5,600,443 1.3 2,019,619

    当期純利益 3,104,087 0.7 6,587,072 1.5 3,482,984

   前期繰越利益 7,885,267 －

   自己株式消却額 7,021,698 －

    当期未処分利益 3,967,656 －

〔訂正前〕
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(注)  日付は、株主総会承認日であります。 

  

③【利益処分計算書】

前事業年度
(平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,967,656

    合計 3,967,656

Ⅱ 利益処分額

 1. 配当金 158,845

 2. 任意積立金

    別途積立金 3,000,000 3,158,845

Ⅲ 次期繰越利益 808,811

〔訂正前〕
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当事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

④【株主資本等変動計算書】

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年８月31日残高(千円) 1,050,000 623,794 27,500 5,760,000 3,967,656 9,755,156

事業年度中の変動額

 新株の発行 11,498,270 11,498,270 － － － －

 剰余金の配当 － － － － △ 158,845 △ 158,845

 当期純利益 － － － － 6,587,072 6,587,072

 別途積立金の積立 － － － 3,000,000 △ 3,000,000 －

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計(千円) 11,498,270 11,498,270 － 3,000,000 3,428,226 6,428,226

平成18年８月31日残高(千円) 12,548,270 12,122,064 27,500 8,760,000 7,395,883 16,183,383

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計 その他有価証券評価差額金

平成17年８月31日残高(千円) 11,428,951 487,139 11,916,090

事業年度中の変動額

 新株の発行 22,996,540 － 22,996,540

 剰余金の配当 △ 158,845 － △ 158,845

 当期純利益 6,587,072 － 6,587,072

 別途積立金の積立 － － －

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
－ 1,217,090 1,217,090

事業年度中の変動額合計(千円) 29,424,766 1,217,090 30,641,857

平成18年８月31日残高(千円) 40,853,718 1,704,229 42,557,948
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

1. 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。

  時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

  時価のないもの

同左

2. デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法を採用しております。 

  

 

同左

3. たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

売価還元法による原価法を採用

しております。

(1) 商品

同左

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を

採用しております。

(2) 貯蔵品

同左

4. 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用しており

ます。

また、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間均等償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物       ２～50年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

 

   

(2) 無形固定資産

同左

5. 繰延資産の処理方法 (1) 

─――

(1) 社債発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2) 

─――

(2) 株式交付費

支出時に全額費用処理しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

6. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、回収可能性がほとんど無い

と 判 断 し た 回 収 不 能 見 込 額

(2,551,899千円)については、債権

から直接減額しております。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、回収可能性がほとんど無い

と判断した回収不能見込額(219,471

千円)については、債権から直接減

額しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き当期負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) ポイント引当金

将来のポイント使用による費用発

生に備えるため、期末未使用ポイン

ト残高に過去の使用実績割合等を乗

じた金額を計上しております。

(3) ポイント引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（会計処理方法の変更)

役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当期より内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更しております。

この変更は、当期に内規の整備を

行ったことにより、また、近年の役

員退職慰労金の引当金計上が会計慣

行として定着しつつあることを踏ま

え、期間損益の適正化をより一層図

るために行ったものであります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。
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項目
前事業年度

(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

この変更により、当期発生額

45,700千円は販売費及び一般管理費

へ、過年度分相当額497,000千円は

特別損失に計上しております。この

結果、従来と同一の方法を採用した

場合と比べ、営業利益及び経常利益

は45,700千円、税引前当期純利益は

383,700千円減少しております。

7. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

8. ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段) 

   金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

   借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の判定を

省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

9. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

―――

（固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が670,394千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき、各資産の金額から直接控除しておりま

す。

   

―――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

42,557,948千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。
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表示方法の変更

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

（貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月

15日付で改正されたことに伴い、従来「出資金」として

表示していた投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの)を、当期から「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

 なお、当期の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は138,524千円であり、前期における「出資金」に含

まれている当該出資の額は140,216千円であります。 

 

―――

追加情報

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が215,089千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

215,089千円減少しております。

―――

〔訂正前〕

－ 42 －



  

 
  

注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

※1. 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産

現金及び預金 860,000千円

建物 3,196,741千円

土地 18,560,938千円

借地権 1,695,645千円

投資有価証券 643,640千円

保証金 5,824,386千円

計 30,781,351千円

 
 

※1. 担保資産及び担保付債務

 (1) 担保に供している資産

現金及び預金 1,001,000千円

建物 2,976,121千円

土地 18,450,904千円

借地権 1,695,645千円

投資有価証券 3,369,670千円

保証金 5,972,279千円

計 33,465,621千円

 

 

 (2) 上記に対応する債務

短期借入金 3,252,690千円

一年内返済予定長期借入金 11,751,723千円

その他(流動負債) 426,932千円

長期借入金 22,355,913千円

株式会社ワイの借入金 410,280千円

東京カメラ流通協同組合の 
借入金

6,743,000千円

新井隆二(当社の代表取締 
役)の借入金

2,000,000千円

計 46,940,538千円

 

 

 (2) 上記に対応する債務

短期借入金 4,486,995千円

一年内返済予定長期借入金 9,380,812千円

その他(流動負債) 525,787千円

長期借入金 15,236,601千円

東京カメラ流通協同組合の 
借入金

6,523,000千円

計 36,153,195千円

 

 

 

※2. 授権株式数及び発行済株式総数

   授権株式数

 普通株式 861,811株

   発行済株式総数

 普通株式 635,381株

 

※2. 

―――
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前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

※3. 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

売掛金 1,002,601千円

短期貸付金 1,421,000千円

未収入金 1,446,015千円

保証金 808,100千円

買掛金 1,255,557千円

一年内返済予定長期借入金 2,150,000千円

未払金 624,253千円

  
 

※3. 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

売掛金 1,140,572千円

短期貸付金 7,798,500千円

未収入金 606,255千円

保証金 808,100千円

買掛金 1,282,621千円

一年内返済予定長期借入金 2,710,000千円

未払金 404,450千円

  

 

  4. 偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

金及びデリバティブ取引による債務に対し債務保

証を行っております。

保証先 金額(千円)

東京カメラ流通協同組合 6,743,000

株式会社ビックオフ 4,000,000

株式会社ビックビルディ
ング

2,654,400

豊島ケーブルネットワー
ク株式会社

1,504,706

その他３社 946,353

計 15,848,459

 

 

  4. 偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

金及びデリバティブ取引による債務に対し債務保

証を行っております。

保証先 金額(千円)

東京カメラ流通協同組合 6,523,000

株式会社ビックビルディ
ング

2,520,000

豊島ケーブルネットワー
ク株式会社

1,168,419

その他２社 431,000

計 10,642,419

 

  5. 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が

487,139千円増加しております。なお、当該金額

は商法施行規則第124条第３号の規定により、配

当に充当することが制限されております。

  5.

―――

 

※6. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

14,000,000千円

借入実行残高 8,000,000千円

差引額 6,000,000千円

 
 

※6. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行12行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

27,580,000千円

借入実行残高 10,298,000千円

差引額 17,282,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

※1. 関係会社項目

関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

賃貸料収入 1,009,139千円

 

※1. 関係会社項目

関係会社との取引に関するものが次のとおり含

まれております。

受取利息 136,732千円

受取配当金 500,000千円

賃貸料収入 435,134千円

その他(営業外収益) 69,698千円

 

※2. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

構築物 7,310千円

器具備品 53,849千円

計 61,159千円

 

※2. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 28,043千円

 

※3. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

  

建物 148,911千円

構築物 418千円

原状回復費用 70,064千円

計 219,394千円

   

※3. 

―――
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前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

※4.

―――

 

 

※4. 減損損失

   当期において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

埼玉県
営業店舗 
２店舗

建物、ソフトウェア、リ
ース資産

千葉県
営業店舗 
１店舗

建物、リース資産

東京都

営業店舗 
１店舗

建物、構築物、リース資
産

賃貸物件 
１物件

建物、土地、その他

遊休資産 
１物件

建物、土地

神奈川県
営業店舗 
１店舗

建物、リース資産

福岡県
営業店舗 
２店舗

建物、構築物、リース資
産、その他

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本としており、遊休資産について

は、当該資産単独でグルーピングしております。 

  営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

る店舗及び時価が著しく下落した遊休資産につい

て、資産グループの固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失

（670,394千円）として特別損失に計上しておりま

す。なお、減損損失の内訳は以下のとおりです。

建物 358,497千円

構築物 64,821千円

車両運搬具 40千円

器具備品 308千円

土地 39,756千円

ソフトウェア 235千円

リース資産 206,735千円

   当社の当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により

測定しております。なお、不動産については、不動

産鑑定評価に基づき算定しており、ソフトウェア及

びリース資産については、正味売却価額を零として

算定しております。また、使用価値については、将

来キャッシュ・フローを４％の割引率で割り引いて

算定しております。

   

〔訂正前〕
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 当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

(株主資本等変動計算書関係)

〔訂正前〕

－ 47 －



  

 
  

（リース取引関係）

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

  

 

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却累 

計額相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

建物 3,494 784 2,709

機械及び装置 5,611 1,182 4,428

器具備品 3,559,521 1,303,883 2,255,637

ソフトウェア 45,581 21,265 24,316

合計 3,614,208 1,327,116 2,287,092

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

  

 

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却累 

計額相当額 

(千円)

減損損失累 

計額相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

建物 5,310 1,778 75 3,456

機械及び装置 6,745 2,557 155 4,032

器具備品 3,278,439 1,234,254 193,459 1,850,726

ソフトウェア 106,633 29,263 321 77,048

合計 3,397,129 1,267,853 194,011 1,935,263

 (注)         同左

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 749,677千円

１年超 1,537,415千円

合計 2,287,092千円

 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 744,301千円

減価償却費相当額 744,301千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 693,966千円

１年超 1,405,405千円

合計 2,099,372千円

リース資産減損勘定期末残高 164,108千円

 

 (注)         同左

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 790,300千円

リース資産減損勘定の取崩額 29,903千円

減価償却費相当額 790,300千円

減損損失 194,011千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

 

 

2. 転貸リース取引

  未経過受取リース料期末残高相当額

１年内 521千円

１年超 1,346千円

合計 1,867千円

  未経過支払リース料期末残高相当額

１年内 521千円

１年超 1,346千円

合計 1,867千円

3. オペレーティング・リース取引

  (借主側)

    未経過リース料

１年内 7,480,216千円

１年超 37,778,475千円

合計 45,258,692千円

 

 

 

 

2. 転貸リース取引

  ―――

  

3. オペレーティング・リース取引

  (借主側)

    未経過リース料

１年内 7,862,137千円

１年超 34,969,199千円

合計 42,831,336千円
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 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（有価証券関係）

前事業年度(平成17年８月31日)

当事業年度(平成18年８月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

 子会社株式 1,417,788 3,229,499 1,811,710

 関連会社株式 － － －

小計 1,417,788 3,229,499 1,811,710
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（税効果会計関係）

前事業年度 
(平成17年８月31日)

当事業年度 
(平成18年８月31日)

 

 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：千円)

繰延税金資産

 ポイント引当金 3,879,764

 貸倒引当金 740,603

 出資金評価損 590,004

 退職給付引当金 483,018

 賞与引当金 319,165

 投資有価証券評価損 189,638

 未払事業税 178,806

 役員退職慰労引当金 156,127

 関係会社整理損 125,278

 その他 178,436

繰延税金資産小計 6,840,843

 評価性引当額 △482,581

繰延税金資産合計 6,358,262

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △334,198

繰延税金負債合計 △334,198

繰延税金資産の純額 6,024,064

  当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対

照表の以下の項目に含まれております。

(単位：千円)

流動資産－繰延税金資産 4,574,873

固定資産－繰延税金資産 1,449,191

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.69

（調整)

交際費等永久に損金に算入
0.25

されない項目

住民税均等割等 0.46

留保金課税額 9.78

評価性引当額 2.50

その他 △0.11

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.57

 

 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：千円)

繰延税金資産

 ポイント引当金 4,336,974

 退職給付引当金 619,563

 出資金評価損 590,004

 賞与引当金 462,752

 貸倒引当金 358,111

 未払事業税 289,346

 役員退職慰労引当金 204,536

 投資有価証券評価損 190,980

 減損損失 249,944

 その他 226,467

繰延税金資産小計 7,528,677

 評価性引当額 △ 499,630

繰延税金資産合計 7,029,047

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,171,228

 その他 △11,756

繰延税金負債合計 △1,182,984

繰延税金資産の純額 5,846,063

  当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対

照表の以下の項目に含まれております。

(単位：千円)

流動資産－繰延税金資産 5,212,958

固定資産－繰延税金資産 633,105

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.69

（調整)

交際費等永久に損金に算入
0.21

されない項目

住民税均等割等 0.45

留保金課税額 6.05

その他 △1.45

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.95
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(注)  １株当たり当期純利益の算定の基礎 

  

 
  

  

（１株当たり情報）

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

 

１株当たり純資産額 18,754円24銭

１株当たり当期純利益 4,883円23銭

 

 

１株当たり純資産額 56,278円62銭

１株当たり当期純利益 10,208円42銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

当事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 3,104,087 6,587,072

普通株式に係る当期純利益（千円） 3,104,087 6,587,072

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 635,663 645,259
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前事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は、平成18年１月５日開催の取締役会において、株式会社ソフマップとの資本・業務提携契約

締結の件を決議しております。平成18年１月20日開催の株式会社ソフマップ臨時株主総会での第三者

割当増資決議を受け、平成18年２月28日付で当社が2,000,000千円の第三者割当増資を引き受けた結

果、議決権所有割合は59.4％となっております。また、出資に併せて、当社から代表権を有する取締

役を含む役員を派遣し、以下のような協力関係の構築を行っています。 

1. 中古商品に関するビジネスモデル・ノウハウ共有による顧客サービスの拡充 

2. 新品商品の仕入れに関する協力関係の構築 

3. 携帯電話・ブロードバンドの販売ノウハウの共有 

4. 非ＰＣ系商品の取り扱いに関する協力関係の構築 

5. 店舗展開に関する協力関係の構築 

6. ＰＢ／オリジナル商品の共同開発・販売 

7. ネットビジネス・法人ビジネスでの連携 

8. 物流、コールセンター、リペアセンター、サービス業務における協力関係の構築 等 

なお、同社は当社の子会社となっております。 

  

当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

（重要な後発事象）
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